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１  孤立・孤独対策 について  

グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン や 情 報 化 と い っ た 経 済 環 境 の 急 激

な変 化、人口減少、少子 高齢化、核家族 化など社会 環境の劇

的な 変化が進む中 、地縁 、血縁とい った人と人との 関係性の

希薄 化により、孤立 ・孤独問題が深 刻化している。  

国に おいても 、内閣 官房に孤独・孤立対策担 当室を 設置し、

関 係 省 庁 横 断 的 に 孤 独 ・ 孤 立 対 策 に 関 す る 連 絡 調 整 会 議 を

設 け 、 実 態 把 握 の た め の 全 国 調 査 を 実 施 す る な ど の 動 き が

ある 中、重点的に取 り組む対策など を盛り込んだ「孤独・孤

立対 策の重点計画」 が決定されたと ころである。  

新型 コロナウイルス 感染症の影響に より、孤 立・孤独問題

はよ り一層深刻化し 、顕在 化してい るが、県民が誰 ひとりと

し て 取 り 残 さ れ る こ と の な い よ う き め 細 や か な 支 援 を 進 め

てい くことが重要で ある。  

こう した背景を踏ま え、本項目では、孤立・孤独対 策に資

する 主な取組につい て報告する。  

 

(1) 生活困窮者対策 推進本部の設置  

コ ロ ナ 禍 の 長 期 化 は 県 民 生 活 に 大 き な 影 響 を 及 ぼ し て お

り 、特 に「子 ども」、「 女性」、そ して 「孤独 ・孤 立に 陥って

いる 方」への影響が 懸念されている 。  
こう した生活困窮者 の支援に全庁体 制で取り組むた め、知

事を 本部長とする「生活困 窮者対策 推進本部 」を設 置し、誰

一人 取り残さないと いうＳＤＧｓの 理念に基づき 、県庁全体

で公 的支援の取組を 一層進めるとと もに、Ｎ ＰＯや 企業と連

携し た共助の取組を 進めていく。  
 

ア  取組状況  

(ｱ) 今年 度の取組  

コロ ナ禍の生活困窮 者対策は喫緊の 課題であるた

め、 既決予算の活用 などにより、か ながわ女性相談 室

の設 置、ケアラー支 援ポータルサイ トの開設、フー ド

ドラ イブ活動の展開 、ケアリーバー への支援などに 、

順次 、着手している 。  
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(ｲ) 令和 ４年度当 初予算案に各支 援策を計上  

コロ ナ禍の生活困窮 者を支援するた め、子ども食堂

支援 や、女性、ひき こもり、ケアリ ーバー、ケアラ ー

の方 への相談支援等 の公的支援とと もに、ＳＤＧｓ を

活用 した共助の取組 を推進する。  

           

(ｳ) 「見 えない困 窮」の課題把握  

ａ  対話の広場の開 催  

「 見 え な い 困 窮 」 と も 言 わ れ る コ ロ ナ 禍 の 生 活 困

窮 の 実 情 を 把 握 し て 課 題 解 決 を 進 め る た め 、 知 事 が

直 接 県 民 の 皆 様 と 意 見 交 換 を 行 う 対 話 の 広 場 を 感 染

防止 等の観点から Web 会議システ ムを活用して開 催

した 。  

(a) 開催 日時等   

日時  令和４年１ 月 31 日 （月）  

会場  県庁災害対策 本部室 （ Web 会 議 シ ス テ ム  

（ Zoom） を 活 用 し た オ ン ラ イ ン の 併 用 開 催 ）  

(b) ゲス ト（対面 ・ Zoom）  

     ・  子ど も食堂の利用者 ・運営者  

・  困難を抱える女性・女性の困窮に取り組む支援者 

     ・  進学 就職に困難を抱 える若者・支援 者  

      (c) 当日参 加者数等  

・  283 名が参加（ 定員 300 名）  

・  Twitter による 意見  22 件  

(d) ゲス トからの 主な意見・提言  

・  たとえどのよう な家庭で育って も、どの施設  

で暮 らしていても、 公平にチャレン ジする機会  

が欲 しい。（ケアリ ーバー）  

・  育つ家庭を選ぶ 術を持たない子 どもたちが突  

然ケ アの場に立たさ れ、本来は大人 複数で担う  

よう な責任や判断を 任されたときど うするか。  

（ヤ ングケアラー）  

・  生理用品を買う のはつらい、そ れを買うくら  

いな らと困窮してい る世帯もたくさ んある。女  

の子 たちが無事に前 向きに受け止め られるよう  

な世 の中になればい いと思う 。（ひ とり親）  



      

- 3 - 
 

・  シングルファー ザーは、社会で はマイノリテ  

ィで あり、孤立して いるからこそケ アが必要。  

（ひ とり親支援者）  

・  ゆっくりと家族 で参加して楽し む子ども食堂  

の存 在は、とても助 かっている。（子ども 食堂  

利用 者）  

 

 ｂ  ＮＰ Ｏへの調 査等  

地域 で生活困窮者に 対する支援に取 り組むＮＰＯ

に対 し、コロナ禍の 困窮の実情や課 題を伺い、解決

の手 法を探るため、 いのち・未来戦 略本部室等と連

携し て、ヒアリング 等を実施してい る。  

(a) ヒア リング実 施先（２月 10 日現 在）  

（一 社）インクルー ジョンネットか ながわ等  

７団 体  

(b) ヒア リング実 施期間  

令和 ４年１ 月 20 日～  今後もヒア リングを継  

続実 施  

(c) 主な ヒアリン グ項目  

    ・  コロナ 禍の支援対象者 や支援ニーズ  

    ・  支援が 行き届いてない 生活困窮者と支 援策  

    ・  団体活 動のために強化 すべき点  

    ・  他の民 間（ＮＰＯ・企 業）や団体に求 めたい  

こと  

(d) アン ケートの 実施  

ヒア リング団体以外 の団体に対して もアンケー    

トを 実施して課題の 把握を進めてい る。  

 

イ  今後の取組  

(ｱ) 令和 ４年度当 初予算案に計上 した公助の取組 の推進  

 

(ｲ)  対話 の広場、 ＮＰＯヒアリン グにより把握し た課題  

の検 討、実施  

 

(ｳ)  ＮＰ ＯとＳＤ Ｇｓパートナー 企業による情報 交換会  

の開 催  
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(ｴ) ＮＰ Ｏ等の資 金調達を支援す る仕組みづくり  

 
(2) 子どもへの支援 について  

ア  子どもの居場所 づくり  

(ｱ) 子ど もの居場 所ポータルサイ ト  

県内 各地域における 子どもの居場所 の紹介や、地域

で 支 援 活 動 を 行 う Ｎ Ｐ Ｏ 等 が 活 用 で き る 助 成 金 、「 子

ども 食堂を始めるに は」等 のセミナ ーなどのサポー ト

情報 をまとめた、子どもの居 場所ポ ータルサイト「か

なが わスマイルテー ブル」の 運営を 通じ、子 どもの 貧

困 、子ども の居場所 への理解と支援 に向けた機運醸 成

を図 る。  

 

(ｲ) 子ど も食堂支 援  

コ ロ ナ 禍 で ニ ー ズ が 高 ま っ て い る 子 ど も 食 堂 の 活

動継 続のため 、新し い生活様式に対 応した取組を行 う

子ど も食堂運営者に 協力金を支給す るとともに、県域

にお ける活動団体の ネットワーク化 を支援する（ 令和

４年 度実施予定事業 ）。  

 

(ｳ) 「フ ードドラ イブ」活動の実 施  

共助 の取組として 、フード ドライブ 活動（ 家庭で余

って いる食品を持ち 寄り、フードバ ンク等を通じて 食

の支 援が必要な子ど も食堂等に届け る活動 ）の実施 を

呼び かけ、県 、市町 村、ＳＤ Ｇｓパ ートナーをはじ め

とす る県内の企業や 団体が幅広く実 施した。  

a フード ドライブ 等県内実施結果  

 ・県庁フ ードドラ イブの実施  

令和 ３年８月及び 10月  各２週間実 施  

合計 １ｔの食品をフ ードバンクかな がわに寄贈  

・市 町村の動き  

県の 取組に合わせ 23市町村がフード ドライブの実  

施、 または住民向け の広報を実施  

・企 業及び団体の動 き  

58団 体が実施  
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イ  初等中等教育に おける取組  

孤立・孤独対策とし て、様々な悩み を抱える児童・生 徒

に対 する相談体制を 充実し、一層の 推進を図る。  

(ｱ) スク ールカウ ンセラーの活用  

心 理 の 専 門 家 で あ る ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー に つ い

て 、政令市を 除くす べての公立中学 校 174 校（中学 校

区の 小学校にも対応 ）に配置 してい る。県立 高校及 び

県立 中等教育学校で は、92 名を拠点 校に配置し、す べ

て の 県 立 高 校 等 に 対 応 し て い る 。（ 令 和 ４ 年 度 は ４ 名

増員 し、 96 名を配 置予定 ）。  

また、ス クールカウ ンセラーの相談 業務の支援のた

め 、教育局 にスクー ルカウンセラー スーパーバイザ ー

１名 を配置 、横須賀 市教育委員会及 び４教育事務所 に

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー ア ド バ イ ザ ー を 各 １ 名 配 置 し

てい る。  

 

(ｲ) スク ールソー シャルワーカー の活用  

福 祉 の 専 門 職 で あ る ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー

につ いて、政令市・中核市を除く公 立小・中学校 に 48

名を 配置し、すべて の公立小・中学 校に対応してい る

（令 和４年度は２名 増員し 、50 名を 配置予定）。県 立

高校 には 30 名を拠 点校に配置し、 すべての県立学 校

に対 応している。  

また、ス クールソー シャルワーカー の資質向上のた

め 、教育局 にスクー ルソーシャルワ ーカースーパー バ

イザ ー２名を配置し ている 。学校と 関係機関との連 携

が進 み、児童・生徒 に適切な支援を 提供している。  

 

(ｳ) 相談 窓口の開 設  

総 合 教 育 セ ン タ ー に 電 話 相 談 窓 口 と し て 「 24 時 間

子ど もＳＯＳダイヤ ル」を開設して いる。  

 

(ｴ) ＳＮ Ｓを活用 した相談  

無料 通信アプリの「ＬＩＮＥ 」を活 用した「 ＳＮＳ

いじ め相談＠かなが わ」を実 施して いる。令 和２年 度

から は、対象と期間 を拡大し、本格 実施している。  
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  (ｵ) 県立高校 での朝食の提供  

経 済 的 な 理 由 等 で 食 事 を と れ な い 県 立 高 校 の 生 徒

を支 援するため、ＮＰＯ法 人等によ る居場所カフェ の

取組 を実施している ４校（全日制３ 校、昼間定時制 １

校）で、在校生の希 望者へ朝食を提 供する（令和４ 年

度実 施予定事業）。  

 

(ｶ) 県立 高校での 夕食の提供  

夜間 定時制 14 校の 生徒に対して提 供している夕食

につ いて、生徒の費 用負担を軽減す る（令和４年度 拡

充予 定事業 ）。  

 

(ｷ)  私立 学校にお ける相談体制等 への支援  

私立 高等学校等にお ける相談・支援 体制の充実に向

けて、ス クールカウ ンセラーやスク ールソーシャル ワ

ーカ ーの活用等に対 し補助を行って いる。  

また 、不登校生徒の 進路確保のため 、不登校生徒の  

受 入 れ 体 制 を 整 備 し て い る 私 立 高 等 学 校 等 に 対 す る

補助 や各私学団体と 連携して、いじ め・暴力行為防 止

関連 研修を実施する など、私立学校 へ通う子どもに 対

する 支援を推進する 。  

 

(3) 女性への支援に ついて  

ア  妊娠・出産に関 する各種支援  

(ｱ) 不妊 ・不育支 援  

専門 スタッフによる 不妊・不育の治 療等に関する相

談を 実施するととも に、不 妊治療及 び不育症検査費 用

の一 部を助成する。  

 

(ｲ) 女性 の健康に 関する相談  

生涯 を通じた女性の 健康の保持増進 を図るため、妊

娠・婦人科疾 患・更年期障害 など 、女性の健 康をめぐ

る様 々な問題に関す る相談を実施す る。  

 

(ｳ) 予期 しない妊 娠に関する相談  

若い 世代が安心して 妊娠・出産・子育てが できるよ
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う 、 予 期 し な い 妊 娠 に 関 す る 悩 み に つ い て 、 電 話 ・   

ＬＩ ＮＥ・アウトリ ーチによる相談 を実施する。  

 

イ  ＤＶ対策  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 拡 大 に よ る 外 出 自 粛 や 経 済

状 況 悪 化 に よ る 失 業 等 で 、 家 族 が 長 時 間 と も に 過 ご す 状

況 と な る 中 、 Ｄ Ｖ の 発 生 や そ の 深 刻 化 が 懸 念 さ れ て い る

ため 、相談など支援 に取り組んでい る。  

  (ｱ) 配偶者暴 力相談支援セン ターによる相談  

    ａ  女性の ためのＤＶ相談  

ｂ  週末ホットライ ン  

ｃ  多言語相談  

ｄ  弁護士等による 専門相談  

 

  (ｲ) ＳＮＳを 利用したＤＶ相 談  

     ＳＮＳを 利用したＤＶ相 談窓口を令和元 年 10 月に

開設 し、家族の在宅 時間が延びる中、電 話相談をす る

のは 難しい方にも対 応するため、令和２ 年度以降、相

談日 や回線の拡大を 図った。  

 

ウ  不安や課題を抱 える女性の総合 相談  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 拡 大 の 影 響 で 仕 事 が 減 り 生

活 が 苦 し い 、 外 出 自 粛 で 社 会 と の つ な が り が 持 て な い な

ど 、 生 活 上 の 課 題 や 不 安 を 抱 え る 県 内 女 性 を 支 援 す る た

め、令和３年８月 26 日に「かなが わ女性の不安・困りご

と相 談室」を開設し た。メールや電 話、面接による 相談や

居場 所の提供、様々 な機関への同行 支援を行い、一人 ひと

りの 悩みに応じた支 援を行っている 。  

   

エ  「生理の貧困」 対策  

(ｱ) 県有 施設にお ける取組  

経 済 的 な 理 由 等 に よ り 生 理 用 品 を 購 入 す る こ と が

でき ない女性を支援 するため、令和 ３年９ 月 17 日か

ら、 県施設で生理用 品の配布を行っ た。  
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ａ  配布数  400 セッ ト（生理用ナ プキン昼用１パ  

ック 、夜用１パック 、相談窓口等の 一覧１部）  

ｂ  配布場所（計 10 か所 ）  

共生 推進本部室、かな がわ男女共同 参画センター 、 

かな がわ県民センタ ー、川崎県民セ ンター、  

各地 域県政総合セン ター（県央地域 県政総合セン  

ター 津久井分室を除 く）  

 

(ｲ) 県立 学校にお ける取組  

県立 学校に在籍する 生徒が、生理用 品の確保に不安

を感 じることなく、より 安心して学 校生活を送れる よ

う、今 後の取組の検 討に資するため、令和３年６月 か

らの ３か月間、モデ ル校 12 校の女 子トイレに生理 用

品を 配備し、生徒の ニーズや実態を 把握した。  

モ デ ル 事 業 に よ っ て 把 握 で き た 生 徒 の 実 状 や ニ ー

ズ、学 校の意見など を踏まえ、生理 用品が手元にな い

不安 を解消し、生徒 が安心して学校 生活を送れるよ う、

同 年 10 月から、全 県立学校の女子 トイレに生理用 品

を配 備した。  

ａ  配備対象校  

全 県 立 学 校 （ 高 等 学 校 138 校 、 中 等 教 育 学 校 ２     

校、 特別支援学校 29 校 [分教室含む ]）  

ｂ  実施方法  

県立 学校に在籍する 児童生徒が、日常 的によく利   

用す る校内の女子ト イレの共用部分（洗 面台付近等 ）

に箱 等に収納した生 理用品を置き、必要 な時にすぐ

に入 手できる環境を 整える。  

 

(ｳ) 企業 等との連 携による取組  

共助の取組として、企業、大学、ＮＰＯなどが連携

し、県内大学の女子学生に対し賛同企業のメッセージ

等を掲載した生理用ナプキンの無料配布を行った。  

ａ  配付枚数  ３万 ４千枚（１万７ 千セット）  

ｂ  賛同企業  株式 会社ＮＴＴドコ モ、東 京海上日 動   

火災 保険株式会社、株式 会社三井住 友銀行、三井  

住友 信託銀行株式会 社  
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ｃ  配布先大学  神 奈川大学、関東 学院大学、東海 大学  

ｄ  受注窓口  特定 非営利活動法人 神奈川セルプセ  

ンタ ー  

ｅ  配布時期  令和 ３年 12 月 17 日から  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(4) 孤独・孤立に陥 っている方への 支援について  

ア  ひきこもり支援  

(ｱ) ひき こもり地 域支援センター における相談支 援  

ひき こもりの専門相 談窓口であり、市 町村等の後方

支援 機能も担う。  

ａ  相談実績 (主訴 ：ひきこもり件 数 ) 

 電話  来所  SNS 計  

令和 ２年度  290 88 24 402 

令和 ３年度 （ 12月 末 現 在 ） 207 80 10 297 

ｂ  令和４年度以降 は、ひきこもり 地域支援センタ ー

の市 町村等支援機能 を強化するとと もに、ＳＮＳ相

談の 受付時間を延長 する。  

 

  (ｲ) ひきこも り支援サイト（サイ ト名「ひき ☆スタ 」）の

運営  

ひ き こ も り な ど 困 難 を 抱 え る 若 者 に 対 す る 支 援 体   

制の 一環として、自室 から出られず、社会と接する 機

会が ない若者達が、県や ＮＰＯなど が実施している 相

談事 業や体験活動な どの支援事業の 情報を入手し、社

会 に 出 る き っ か け と な る よ う な 場 を 提 供 す る こ と を

取 組 イ メ ー ジ  
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目的 に、ひきこもり 支援専用のサイ トの運営管理を 行

う。  

 

(ｳ) 民生 委員の活 動支援  

民生 委員・児童委員 の活動費の補助 を行うとともに 、  

資質 向上を図る研修 の実施や民生委 員に配付する「活

動の 手引き」にひき こもり相談の情 報を掲載した 。ま

た 、 民 生 委 員 の 活 動 に つ い て 、 県 の た よ り に 掲 載 し 、

県民 に広く周知を図 った。  

 

(ｴ) 市町 村の包括 的な支援体制の 整備に対する支 援  

市町 村において、地域住民 が抱える 複雑化・複合化

し た 課 題 の 解 決 に 対 し て 、「 断 ら な い 相 談 支 援 」 な ど

包 括 的 に 支 援 す る 体 制 の 整 備 が 円 滑 に 行 わ れ る よ う 、

市 町 村 へ の 調 査 や ヒ ア リ ン グ に よ り 課 題 等 を 整 理 す

ると ともに 、市町村 職員等に向けた 研修や連絡会を 実

施し ている。  

 

イ  ケアラー・ヤン グケアラーへの 支援  

過 度 な ケ ア の 負 担 に よ り 課 題 を 抱 え て い る ケ ア ラ ー ・

ヤ ン グ ケ ア ラ ー の 方 々 を 社 会 全 体 で 支 援 し て い く こ と が

必要 である。  
【ケ アラーの抱える 課題の例】  

・  心身の不調  

・  不本意な離職  

・  将来への見通し が持ちづらい  

・  自分の希望する 人生や日々の暮 らしが送れない  

・  社会的に孤立に 追い込まれてい る  

 

 (ｱ) これまでの取 組  

ケ ア ラ ー 本 人 や 関 係 機 関 に 相 談 窓 口 や 支 援 情 報 を

提 供 す る と と も に 、 県 民 の 皆 様 に ケ ア ラ ー の 置 か れ て

い る 状 況 な ど を お 知 ら せ す る た め 、 令 和 ３ 年 10 月 に

「ケ アラー支援ポー タルサイト」を立ち上げ た。また、

12 月には地 域包括 支援センター職 員向けに 、ケア ラー

支援 をテーマとした 研修を実施した 。  
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(ｲ) 令和 ４年度実 施予定事業  

a ケアラ ーコール センター  

悩み を相談できる電 話・ SNS 窓口  

b ケアラ ー支援専 門員  

ケア ラーの多様なニ ーズを必要な支 援機関へつなぐ  

c ケアラ ーズカフ ェ  

ケア ラー同士で気軽 に集まれる居場 所  

d ヤング ケアラー の学習支援  

地域 の支援団体によ る学習支援  

 

ウ  ケアリーバーへ の支援  

児 童 養 護 施 設 や 里 親 家 庭 で 育 ち 、 巣 立 っ た 「 社 会 的 養

護」経験者、いわゆ るケアリーバー に対し 、「あす なろサ

ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン 」 で 相 談 支 援 等 に よ り 社 会 的 自 立 を

支援 する。  

 

■ あ す な ろ サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン  令 和 ２ 年 度 実 績  

相 談 件 数  

（ 訪 問 、 電 話 、  

メ ー ル 等 ）  

８ ， ５ ８ ２ 件  

※  

＜ 相 談 内 容 ＞  

仕 事 、 住 居 、 家 計 、  

法 律 、 精 神 的 不 安 、 等  
実 人 数 （ 登 録 数 ）  ３ ６ ７ 人  

※ 令 和 元 年 度 比 31.5%増  

 

 

 

 

 

 

 

 

エ  ひとり親への支 援  

(ｱ) ひと り家庭相 談ＬＩＮＥ  

若年 層等、より幅広 い層からの相談 を受け入れやす

くす るため、ＳＮＳ を利用した「 かながわひ とり親 家

庭相 談ＬＩＮＥ」を開設し 、仕事や お金、子 育て等 さ

まざ まな悩みの相談 を行う。  



      

- 12 - 
 

(ｲ) 就業 支援  

母子 家庭の母等を対 象に、その自立 を図るため、就

業相 談、就業情報の 提供及び自立や 就業に向けたプ ロ  

グラ ム策定等による 就業支援を実施 する。  

 

(ｳ) 養育 費確保に 向けた支援  

養 育 費 に 関 す る セ ミ ナ ー や 相 談 を 実 施 す る こ と に

より 、養育費の確保 に向けた取組を 推進する。  

 

オ  地域での支え合 いの推進  

(ｱ) 地域 における 見守り活動等の 推進  

ａ  地域見守り活動 の推進  

誰 も が 安 心 し て 暮 ら し て い け る よ う 、 孤 立 死 な  

どの おそれがある世 帯をいち早く発 見し、行政の支

援 に つ な げ る た め 、 個 人 宅 を 訪 問 す る 機 会 の あ る

62 事業者（令和４ 年１月 18 日現 在）と「地域見 守

り活 動に関する協定 を締結している 。  

ｂ  老人クラブ等へ の支援  

一人 暮らしの高齢者 のお宅を訪問し、困りごとの    

手伝 いをしたり、相談相手 になった りする「友愛活

動」など、老 人クラ ブ等が行う地域 の支え合い、助

け合 いの活動を、コロナ 禍でも継続 できるよう支援

して いる。  

 

(ｲ) 認知 症の人へ の支援  

認 知 症 の 人 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 安 心 し て 暮 ら し 続

けら れるよう 、認知 症の人やその家 族のニーズにあ っ

た具 体的な支援を行 う市町村の「 チームオレ ンジ 」の

構築 を支援するとと もに、コロナ禍 でもリモートで 認

知症 カフェが継続で きるよう 、リモ ート開催の支援 を

行っ ている。  

 

(5) 住宅支援施策に ついて  

ア  住宅セーフティ ネット制度の推 進  

住宅 セーフティネッ ト制度は、高齢 者や低額所得者 な

ど住 宅確保要配慮者 の居住の安定確 保を図るため、 民間
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の賃 貸住宅の空き家 を活用して、要 配慮者の入居を 拒ま

ない 住宅、いわゆる セーフティネッ ト住宅を供給す るも

ので 、令和４年１月 末までに県内で 約２万６千戸を 登録

した 。  

また 、要配慮者の入 居支援や生活支 援を行うＮＰＯ 法

人等 を、居住支援法 人として、令和 ４年１月末まで に 16 

法人 を指定した。  

 

(6) 就労支援の施策 について  

ア  女性の就労支援  

子 育 て を し な が ら の 就 業 を 希 望 し て い る 方 に 対 す る 職

業紹 介機能を持つ国 の「マザーズハ ローワーク横浜」内に

県 が 相 談 室 を 設 け 、 就 職 や 就 業 継 続 に 関 す る 悩 み に 対 応

し た キ ャ リ ア カ ウ ン セ リ ン グ 等 を 実 施 す る こ と で 、 女 性

の多 様なニーズに対 応した就業支援 を推進している 。  

(ｱ) 相談 室の概要  

ａ  開設日  平成 24 年７ 月 13 日  

ｂ  所在地  横浜市 西区北 幸 1-11-15 

横浜 ＳＴビ ル 16 階  

      マザー ズハローワーク 横浜内相談室  

ｃ  開所時 間  月曜 日～金曜日  8:30～ 17:15 

（ 12:00～ 13:00 を除 く。  

土曜 ・日曜・祝日・ 年末年始休業）  

 

(ｲ) キャ リアカウ ンセリング  

経験 豊富な女性キャ リアカウンセラ ーが、面談、電

話又 はウェブにより 、相談者 一人ひ とりの状況を踏 ま

えた きめ細かなアド バイスを行って いる。  

＜ キ ャ リ ア カ ウ ン セ リ ン グ 利 用 者 延 数 ＞ （ 単 位 ： 人 ）  

令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  
令 和 ３ 年 度  

（ ２ 月 末 現 在 ）  

515 5 6 7  6 1 9  

   

(ｳ) 就職 面接用ス ーツの貸出  

マ ザ ー ズ ハロ ーワ ー ク 横 浜等 から の 職 業 紹介 によ り

面 接 を 受 けよ うと す る 女 性を 対象 に 、 ス ーツ の無 料 貸
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出を 実施している。  

   ＜ 就 職 面 接 用 ス ー ツ の 貸 出 件 数 ＞ （ 単 位 ： 件 ）  

令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  
令 和 ３ 年 度  

（ ２ 月 末 現 在 ）  

24 1 0  ９  

 

イ  就職氷河期世代 の就労支援  

経 験 、 ス キ ル 等 の 不 足 に よ り 自 信 を 失 っ て い る 就 職 氷

河期 世代（ 35 歳以 上 55 歳未満）を対象に、正社 員に求め

ら れ る 基 本 的 な ス キ ル や 心 構 え 等 を 身 に つ け る 実 習 型 プ

ログ ラムを提供する「 かながわジョ ブテラス」を新 たに開

講 す る と と も に 、 合 同 就 職 面 接 会 を 昨 年 度 に 引 き 続 き 開

催 し 、 就 職 氷 河 期 世 代 の 採 用 に 意 欲 的 な 企 業 等 へ の 就 業

を支 援する。  

  (ｱ) かながわ ジョブテラス  

     就職氷河 期世代を対象と して 、正社員に 求められる

基 本 的 な ス キ ル や 心 構 え 等 を 身 に つ け る 実 習 型 プ ロ

グラ ムを提供した。  

    ａ  開講日  第１期  令和３ 年７月１日から ８月 30 日  

          第２期  令和３ 年 11 月１日か ら 12 月 28 日  

    ｂ  会場   ＴＫＰ横浜会議 室（横浜 市神奈 川区鶴屋町） 

    ｃ  時間   月曜日～金曜 日 10： 00～ 16： 30 

（祝 日は除く）  

    ｄ  定員   第 1 期、第２期 とも 20 人  

ｅ  参加者  第 1 期 23 人、 第２ 期 19 人  

 

  (ｲ) 合同就職 面接会  

     合同就職 面接会を令和３ 年度は年５回開 催し 、就職

氷 河 期 世 代 の 採 用 に 意 欲 的 な 企 業 等 と の マ ッ チ ン グ

を図 った。  

 

(7) 自殺防止・メン タルヘルス対策 について  

ア  自殺防止対策の 推進  

コ ロ ナ 禍 に お け る 自 殺 対 策 と し て 、 生 き づ ら さ を 感 じ

る 人 が 一 人 で 悩 み を 抱 え な い よ う Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ を 活 用 し た

「い のちほっとライ ン＠かながわ」等、こ ころの相 談窓口
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の強 化や普及啓発、 人材養成事業等 に取り組んでい る。  

 

【こ ころの悩みに関 する相談窓口】  

事 業 名  
こころの  

電 話 相 談  

い のちのほ

っと ライ ン＠  

かながわ  

自 宅 ・ 宿 泊

施 設 療 養 者

向 け  

医 療 関 係 機 関 ・

社 会 福 祉 施 設

従 事 者 向 け  

内 容  電 話 相 談  ＬＩＮ Ｅ相 談  
電 話 相 談  
R ２ ： ４ 回 線  
R ３ ： １ 回 線  

電 話 相 談  
R ２ ： １ ～ ２ 回 線  
R 3 ： １ 回 線  

開 始 時 期  S52 年  R２年 ４月  R２年 ５月  R２年 ５月  

相 談 件 数  

(R２ 年 度 )  
8 , 3 71 件  7 , 1 15 件  719 件  201 件  

相 談 件 数  

(R３ 年 度 )  

6 , 5 57 件  

( 1 / 31 時点)  

6 , 1 43 件  

( 1 / 31 時点)  

445 件  

( 1 / 31 時点)  

139 件  

( 1 / 31 時点)  

 

 イ  メンタルヘル ス対策の推進  

広 く 県 民 に う つ 病 に つ い て 正 し く 知 っ て い た だ く た め 、

県 の ホ ー ム ペ ー ジ や リ ー フ レ ッ ト の 配 布 等 に よ る 普 及 啓

発 を 行 っ て い る 。 ま た 、 早 期 に 適 切 な 治 療 に つ な が る よ

う、内 科医等のかか りつけ医を対象 とした「うつ病 対応力

向上 研修」を実施し た。さらに、メン タルヘルスの 問題を

抱え る人への初期対 応を行う「心の サポーター」を養 成し

た。  

 

ウ  依存症対策の推 進  

コロ ナ禍で 、依存症 患者の増加が懸 念されることか ら、

広 く 県 民 に 対 し 依 存 症 の 正 し い 知 識 の 普 及 を 行 っ て い る 。

また 、依存症の電話 相談や面接相談 を実施するとと もに、

か な が わ 依 存 症 ポ ー タ ル サ イ ト 等 で 医 療 機 関 や 相 談 機 関 、

回復 支援施設等の情 報提供を行って いる。  

 

【電 話相談件数】  

令和 ２年度実績         326 件  

令和 ３年度（１月末 時点実績）  241 件  
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【面 接相談件数】  

令和 ２年度実績          99 件  

令和 ３年度（１月末 時点実績）   78 件  

 

(8) 被災者への支援 について  

ア  東日本大震災等 支援・情報ステ ーションによる 支援  

避 難 者 支 援 の た め の 情 報 提 供 及 び 各 種 相 談 等 の 支 援 を

行う 。  

 

イ  かながわ避難者 見守り隊による 支援  

避 難 者 の 孤 立 を 防 ぎ 、 き め 細 や か な 生 活 支 援 を 行 う た

めに 、電話による相 談対応のほか、 戸別訪問を行う 。  

 

(9) 犯罪被害者等へ の支援について  

ア  犯罪被害者等支 援の推進  

犯 罪 被 害 者 や そ の 家 族 か ら の 相 談 に 応 じ 、 必 要 と す る

情報 や支援を総合的 に提供するため、県、県警察、Ｎ ＰО

法 人 神 奈 川 被 害 者 支 援 セ ン タ ー の 三 者 が 一 体 と な っ て

「 か な が わ 犯 罪 被 害 者 サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン 」 を 運 営 し

てい る。  

  

(件）

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

922 986 1,007 999 875

1,044 1,272 1,058 872 505

<サポートステーションにおける犯罪被害者等支援実績等>(H28～R2年度)

区     分

相談件数

支援回数
 

 

イ  性犯罪・性暴力 被害者のための ワンストップ支 援事業  

県 が 運 営 す る 「 か な が わ 性 犯 罪 ・ 性 暴 力 被 害 者 ワ ン ス

トッ プ支援センター「かならいん 」」では 、警察へ の届出

を 躊 躇 す る こ と の 多 い 性 犯 罪 ・ 性 暴 力 の 被 害 者 か ら の 相

談 を 24 時 間体制で 受け付け、必要 な支援をワンス トップ

で提 供している。  
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(件 ）

29年 度 30年 度 元 年 度 ２ 年 度

884 1,3 4 6 1 ,6 65 1, 5 12

4 1 2 1 4 2 32 1 28

※ 29年 度 は H29.8～ H30.3の 実 績

<か な ら い ん 電 話 相 談 ・ 支 援 件 数 > ( H 2 9～ R 2年 度 )

区      分

相 談 件 数

支 援 回 数

 

 

( 10) 消費者 被害防止 ・支援等につい て  

ア  消費者被害未然 防止等のための 見守り  

地 域 全 体 で 高 齢 者 等 を 見 守 り 、 高 齢 者 等 の 消 費 者 被 害

未然 防止を図る「消費 者安全確保地 域協議会（見守 りネッ

トワ ーク）」が、令 和３年４月、県 内で初めて鎌倉 市に設

置さ れた。  

引 き 続 き 、 市 町 村 に お け る 協 議 会 設 置 に 向 け て 、 個 別

の働 きかけを行う。  

 

( 11) 外国籍 県民等へ の支援について  

ア  多言語による情 報提供支援  

「多 言語支援センタ ーかながわ」の 運営体制を強化 し、

新型 コロナウイルス 感染症や医療・ 保健福祉・子育 て支援

など の生活に関する 問合せ に 11 言語 で対応した。  

ま た 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 拡 大 に 伴 い 、 知 事

メ ッ セ ー ジ や 感 染 症 専 用 ダ イ ヤ ル 等 の 情 報 を 多 言 語 に 翻

訳 し て 県 ホ ー ム ペ ー ジ で 発 信 す る と と も に 、 外 国 人 コ ミ

ュニ ティへの情報提 供を行った。  

 

イ  留学生への支援  

(ｱ) 交流 会や就職 支援事業の実施  

コロ ナ禍において、日 本語を使う場 や交流する場が  

減少 し、孤立してい る留学生のため に、従来の交流 会

に加 え、就職に成功 した先輩留学生 の体験談を聞け る

交 流 会 や 若 者 同 士 の 交 流 会 を オ ン ラ イ ン で 実 施 し た 。 

また 、コロナ禍にお いて、就職面で 不安を抱えてい

る留 学生のために、留 学生就職活動 説明会、留学生 就

職支 援講座、合同会 社説明会をオン ラインで実施し た。 
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(ｲ) 留学 生有償型 インターンシッ プの実施  

共助 の取組として、コロナ禍による 社会的・経済的

影響 を受けている留 学生への支援を 目的に、県と「ヨ

コハ マ・カナガワ留 学生就職促進プ ログラム」が中 心

とな り、留学生を対 象とした有償型 インターンシッ プ

を実 施し、留学生の 県内企業への就 職促進を図る。  
ａ  対象  

県 内 の大 学・ 大学 院 に在 籍す る外 国 人留 学生で資

格外 活動の許可を得 た者  

ｂ  インターンシッ プ実施期間  

令和 ４年２月から３ 月のうち、数日 から数週間程度  

ｃ  受入企業  

県内 企業等 14 者      

ｄ  インターシップ 実施の決定  

留学 生向け合同企業 説明会（令和３ 年 12 月 23 日

開催：29 名参加 ）後、申込受付（令和４年 １月７ 日

まで ）。  

企 業 と の 面 接 を 経 て 令 和 ４ 年 ２ 月 か ら 順 次 イ ン

ター ンシップを実施 中。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 12) コミュ ニティの 再生・活性化に ついて  

ア  コミュニティ再 生・活性化モデ ル事業  

昨年 度に続き、地域 が抱える課題の 解決に向けて、 新

型コ ロナウイルスの 感染拡大を防ぎ つつ、コミュニ ティ

活動 を進めるための 様々な取組に協 力いただける事 業者

を募 集したところ、 ９件の提案があ った。提案のあ った

取組 について、市町 村やコミュニテ ィ関係団体等に ヒア

取 組 イ メ ー ジ  
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リン グし、参加意向 のあった団体と 調整して実施。  

(ｱ) 公募 期間  

  令和３ 年６月 15日（火）～ 12月 24日（金）  

 

(ｲ) コミ ュニティ の課題  

    ａ  個人や団 体間におけるコ ミュニケーショ ン機会  

の減 少  

ｂ  デジタルツール を活用した情報 伝達、会議や交  

流イ ベント、それに 伴う集客・管理 、会費や参加  

費の 徴収等の手法を 知りたい  

ｃ  施設利用に関す る制約が増えて 、活動場所の確    

保が 難しい  

ｄ  多世代での交流 機会の減少  

ｅ  地域の活動団体 の担い手不足  

 

(ｳ) 県の 支援内容  

ａ  モデル事業実施 に向けた市町村 やコミュニティ

関係 団体等との調整  

ｂ  モデル事業実施 後の成果のＰＲ  

 

(ｴ) 提案 のあった 協力事業者及び 取組の概要  

 
１  

提 案 名  
３ 密 を 回 避 し た ス マ ホ 教 室  
（ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 ）  

提 案 者  ソ フ ト バ ン ク ㈱  

概  要  
ス マ ホ 教 室 を 、初 級 編 か ら 上 級 編 ま で 要 望 に 合 わ せ
て 実 施  
（ 外 部 会 場 、オ ン ラ イ ン 、提 案 者 の 店 舗 で 対 応 予 定 ） 

２  

提 案 名  
オ ン ラ イ ン イ ベ ン ト の 開 催 支 援  
（ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 ）  

提 案 者  （ 一 社 ） オ ン ラ イ ン 体 験 協 会 （ J'z WO RKS）  

概  要  
オ ン ラ イ ン で の イ ベ ン ト の 企 画 へ の 協 力 や Zoom 教
室 を 実 施  

３   

提 案 名  
（ シ ニ ア 向 け ）オ ン ラ イ ン で の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
機 会 の 提 供 （ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 ）  

提 案 者  ㈱ Helte  

概  要  
シ ニ ア 層 が Ｐ Ｃ や ス マ ホ を 利 用 し 、世 界 中 で 日 本 語
を 学 ぶ 若 者 と の 交 流 を 実 施  

４  提 案 名  
オ ン ラ イ ン チ ケ ッ ト に よ る イ ベ ン ト 集 客・管 理 の 提
供 （ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 ）  
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提 案 者  Peati x J apan㈱  

概  要  

お 祭 り や 地 域 イ ベ ン ト 等 で ３ 密 を 回 避 す る た め 、イ
ベ ン ト・コ ミ ュ ニ テ ィ 管 理 サ ー ビ ス を 活 用 し 、チ ケ
ッ ト の 枚 数 制 限 に よ る 入 場 規 制 や 参 加 者 の 情 報 取
得 を 実 施  

５  

提 案 名  ス ポ ー ツ を 通 じ た 交 流 機 会 の 提 供 （ 新 規 ）  

提 案 者  ㈱ 横 浜 フ リ エ ス ポ ー ツ ク ラ ブ  

概  要  
選 手 や ト レ ー ナ ー と の オ ン ラ イ ン 交 流 会 の 実 施 や 、
チ ー ム ド ク タ ー・ク ラ ブ ス タ ッ フ 等 が 監 修 し た 運 動
プ ロ グ ラ ム の 動 画 を 提 供  

  
６  

提 案 名  
地 域 の 子 ど も 達 の 交 流 を 促 す オ ン ラ イ ン プ ラ ネ タ
リ ウ ム の 実 施 （ 新 規 ）  

提 案 者  ㈱ ア ス ト ロ コ ネ ク ト  

概  要  
子 ど も 達 の 交 流 機 会 を オ ン ラ イ ン 上 で 提 供 す る「 オ
ン ラ イ ン プ ラ ネ タ リ ウ ム 」 を 実 施  

７  

提 案 名  
東 海 道 を 軸 と し た 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 活 性 化  
（ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 、 内 容 変 更 ）  

提 案 者  三 菱 地 所 ㈱  

概  要  

東 海 道 歩 き 旅 ア プ リ の 活 用 に よ る 活 動 団 体 や 地 域
住 民 と の 交 流 促 進 を 目 指 し 、新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感
染 症 の 収 束 後 を 見 据 え 、イ ベ ン ト の 企 画 に つ い て 希
望 団 体 と 意 見 交 換 を 実 施  

８  

提 案 名  ３ 密 を 回 避 し た 空 間 づ く り （ 令 和 ２ 年 度 か ら 継 続 ） 

提 案 者  Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ス ー リ ー ル フ ァ ム  

概  要  
地 域 で の 活 動 を 企 画 す る 際 に 、３ 密 を 回 避 し た 空 間
づ く り の 参 考 と な る ノ ウ ハ ウ を 提 供  

９  

提 案 名  
オ ン ラ イ ン で の 健 康 づ く り に 向 け た「 脳 ト レ リ ズ ム
体 操 」 の 実 施 （ 新 規 ）  

提 案 者  Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ダ ン ス ラ イ フ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ  

概  要  
中 高 年 者 の 生 活 習 慣 病・認 知 症 予 防 と コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 機 会 の 創 出 に 向 け て 、オ ン ラ イ ン に よ る「 脳
ト レ リ ズ ム 体 操 」 を 実 施  

 

(ｵ) 実施 状況（２ 月末時点、令和 ２～３年度募集 分）  

a 協力事 業者の提 案に対する参加 意向  

・令 和２年度募集分  93団体 121件  

 ・ 令和３年度募集 分  63団体 77件  

b 実施件 数：  

・令 和２年度募集分  74団体 85件  

 ・ 令和３年度募集 分  24団体 26件  

c 主な実 施内容「 ３密を回避した スマホ教室」  

・実 施団体：自治会 等 56団体  
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・内 容：初心者向け スマホ教室、 Zoom教室等  

・会 場：公民館等  

・実 施回数： 102回  

・参 加人数： 1,216名  

 

(ｶ) 今後 のスケジ ュール  

新型 コロナウイルス の感染状況を踏 まえながら、

協力 事業者、市町村 やコミュニティ 関係団体等と随

時調 整し、速やかに 実施  

 

イ  民間との連携に かかる取組  

㈱ Helteと コミュニ ティの再生・活 性化に関する連 携  

協定 を令和３年 12月 23日に締結  

  (ｱ) 連携事項  

    ａ  県内の 日本人や留学生 等のコミュニケ ーション

機会 の創出に関する こと  

    ｂ  「 Sail」を軸 としたオ ンラインコミュ ニティの

形成 に関すること  

    ｃ  対面で の交流機会の提 供に関すること  

     ｄ  その他 社会的課題の解 決に資する取組 に関する

こと  
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２  デジタル戦略の 推進について  

(1) 国の動向  

ア  デジタル社会の 実現に向けた改 革の基本方針   

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 応 に お い て 、 デ ジ タ ル

化 に 関 す る 様 々 な 課 題 が 明 ら か に な り 、 社 会 の デ ジ タ

ル 化 を 強 力 に 進 め る た め 、 高 度 情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク

社会 形成基本法（ 以下「Ｉ Ｔ基本法 」という 。）の全面

的 な 見 直 し や 、 デ ジ タ ル 社 会 の 形 成 に 関 す る 施 策 を 迅

速 か つ 重 点 的 に 推 進 す る 司 令 塔 と し て デ ジ タ ル 庁 を 設

置 す る こ と が 必 要 と な っ た こ と か ら 、 国 は 、 デ ジ タ ル

社 会 の 将 来 像 、 Ｉ Ｔ 基 本 法 の 見 直 し の 考 え 方 、 デ ジ タ

ル 庁 設 置 の 考 え 方 等 に つ い て 明 ら か に し た 政 府 の 基 本

方針 として 、「デジ タル社会の実現 に向けた改革の 基本

方針 」を令和２年 12 月に 策定した 。  

この 中で、国は、デジタル 改革が目 指すデジタル社 会

の ビ ジ ョ ン と し て 「 デ ジ タ ル の 活 用 に よ り 、 一 人 ひ と

り の ニ ー ズ に 合 っ た サ ー ビ ス を 選 ぶ こ と が で き 、 多 様

な 幸 せ が 実 現 で き る 社 会 」 を 掲 げ 、 次 の 基 本 原 則 を 大

方針 として施策を展 開することとし ている。  

①オ ープン・透明   ②公 平・倫理     ③安全・ 安心  

④継 続・安定・強靭  ⑤社 会課題の 解決  ⑥迅速・ 柔軟  

⑦包 摂・多様性      ⑧浸 透   ⑨ 新たな価値の創 造  

⑩飛 躍・国際貢献  

 

イ  自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進計画 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 応 に お い て 、 地 域 ・ 組

織 間 で 横 断 的 に デ ー タ が 十 分 に 活 用 で き な い こ と な ど 、

デ ジ タ ル 化 の 遅 れ に 伴 う 様 々 な 課 題 が 明 ら か と な っ た

こ と か ら 、 国 が 主 導 的 な 役 割 を 果 た し つ つ 、 自 治 体 全

体 と し て 、 足 並 み を 揃 え て 取 り 組 ん で い く た め 、 自 治

体 が 重 点 的 に 取 り 組 む べ き 事 項 ・ 内 容 を 具 体 化 す る と

と も に 、 国 に よ る 支 援 策 等 を 取 り ま と め た 「 自 治 体 Ｄ

Ｘ推 進計画」が令和 ２年 12 月に策 定された。  

この 計画では 、令和 ３年１月から令 和８年３月まで を

対 象 期 間 と し 、 次 の 重 点 取 組 事 項 を 全 自 治 体 に お い て

着実 に進めていくこ ととしている。  
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①自 治体の情報シス テムの標準化・ 共通化  

②マ イナンバーカー ドの普及促進  

③自 治体の行政手続 のオンライン化  

④自 治体のＡＩ・Ｒ ＰＡ  の利用推 進  

⑤テ レワークの推進  

⑥セ キュリティ対策 の徹底  

 

ウ  デジタル改革関 連法  

Ｉ Ｔ 基 本 法 の 見 直 し や デ ジ タ ル 庁 の 設 置 な ど 、 デ ジ

タ ル 社 会 の 実 現 に 向 け た 改 革 の 基 本 方 針 で 示 さ れ た 方

針 の 実 現 に 向 け 、 次 の デ ジ タ ル 改 革 関 連 法 が 令 和 ３ 年

５ 月 12 日 に成立し た。  

①デ ジタル社会形成 基本法  

②デ ジタル庁設置法  

③ デ ジ タ ル 社 会 の 形 成 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備

に関 する法律  

④ 公 的 給 付 の 支 給 等 の 迅 速 か つ 確 実 な 実 施 の た め の

預貯 金口座の登録等 に関する法律  

⑤ 預 貯 金 者 の 意 思 に 基 づ く 個 人 番 号 の 利 用 に よ る 預

貯金 口座の管理等に 関する法律  

⑥地 方公共団体情報 システムの標準 化に関する法律  

 

エ  デジタル庁  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 拡 大 に 伴 い 顕 在 化 し た

我が国のデジタル化の遅れに対処するとともに、国際競

争力の強化及び国民の利便性の向上や、少子高齢化の進

展への対応など直面する課題の解決を図るため、デジタ

ル社会の形成を強力に推進することとし、令和３年９月

に、その司令塔となるデジタル庁が創設された。 

デジ タル庁は、未来 志向のＤＸを大 胆に推進し、デジ     

タ ル 時 代 の 官 民 の イ ン フ ラ を 今 後 ５ 年 で 一 気 呵 成 に 作

り 上 げる こ とを目 指 し、「 誰 一人 取 り残 さ ない、 人 に優

しい デジタル化」をミッ ションとし て掲げ、徹底的 な国

民目 線でのサービス 創出やデータ資 源の利活用、社会全

体の ＤＸの推進を通 じ、全て の国民 にデジタル化の 恩恵

が行 き渡る社会を実 現すべく 、取組 を進めるとして いる。 
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オ  デジタル社会の 実現に向けた重 点計画  

デ ジ タ ル 社 会 の 形 成 の た め に 政 府 が 迅 速 か つ 重 点 的

に 実 施 す べ き 施 策 等 を 定 め 、 か つ デ ジ タ ル 社 会 の 実 現

の た め の デ ジ タ ル 庁 や 各 省 庁 の 取 組 も 含 め た 工 程 表 と

ス ケ ジ ュ ー ル を 明 ら か に し た 「 デ ジ タ ル 社 会 の 実 現 に

向け た重点計画」が 令和３ 年 12 月に 策定された。  

本計 画では 、「誰一 人取り残さない デジタル社会の 実

現 」を理念と し、「デジ タル社会形 成のための基本 原則」

（デ ジタル改革基本 方針）を掲げ、 実現のための 6 つ

の方 針を位置付けて いる。  

①デ ジタルによる成 長戦略  

②医 療・教育・こど も等の準公共分 野のデジタル化  

③デ ジタル化による 地域の活性化  

④誰 一人取り残され ないデジタル社 会  

⑤デ ジタル人材の育 成・確保  

⑥Ｄ ＦＦＴ（信頼性 のある自由なデ ータ流通）の推 進  

を始 めとする国際戦 略  

なお、本計画は、デジ タル社会形成基 本法及び情報  通

信 技 術 を 活 用 し た 行 政 の 推 進 等 に 関 す る 法 律 並 び に 官

民デ ータ活用推進基 本法に基づき策 定されている。  

 

(2) 県の取組  

ア  かながわＩＣＴ ・データ利活用 推進計画  

(ｱ) 概要  

人 口 減 少 や 少 子 高 齢 化 の 進 展 な ど 社 会 環 境 の 変 化

に 伴 い 、 多 様 化 す る 県 民 ニ ー ズ へ の 対 応 が 求 め ら れ

る 一 方 で 、 税 財 源 や 人 的 資 源 の 縮 小 が 懸 念 さ れ て い

る中 、限られた予算・人材を有効に 活用し、ニーズ に

応 じ た 質 の 高 い 県 民 サ ー ビ ス を 提 供 す る た め 、 Ｉ Ｃ

Ｔ 及 び デ ー タ を 積 極 的 に 利 活 用 し 、 県 民 の 安 全 安 心

や利 便性の向上を図 る「くらしの情 報化」と、行政 内

部の 業務全般の効率 化を図る「行政 の情報化」とい う

２ つ の 側 面 か ら 取 組 を 進 め る こ と と し て 、 か な が わ

ＩＣ Ｔ・データ利活 用推進計画（以下「計画」という 。）

を令 和元年７月に策 定した。  
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(ｲ) 位置付け  

本 計 画 は 、 官 民 デ ー タ 活 用 推 進 基 本 法 に 基 づ く 都  

道 府 県 官 民 デ ー タ 活 用 推 進 計 画 と し 、 か な が わ グ ラ

ン ド デ ザ イ ン 及 び 行 政 改 革 大 綱 を Ｉ Ｃ Ｔ 及 び デ ー タ

の 利 活 用 の 側 面 か ら 支 え る 計 画 と し て 位 置 づ け ら れ

てい る。  

 

(ｳ) 計画期間  

令和 元年度から４年 度までの４年間  

 

(ｴ) 構成  

柱Ⅰ  くらしの情報 化  

① Ｉ Ｃ Ｔ 及 び デ ー タ を 利 活 用 し た 県 民 サ ー ビ ス の 提

供  

②官 民情報共有・整 備の推進  

③県 民サービスの更 なる電子化の推 進  

柱Ⅱ  行政の情報化  

④行 政事務の更なる 電子化の推進  

⑤ク ラウド適用の原 則化  

⑥Ｉ ＣＴガバナンス の強化  

⑦情 報化人材の確保  

 

イ  かながわＩＣＴ ・データ利活用 推進戦略  

(ｱ) 必要性と位置付 け  

コ ロ ナ 禍 に よ り 顕 在 化 し た デ ジ タ ル 化 の 遅 れ に 対

応し 、ＤＸの加速化 を図るため、計 画を補完し、県 庁

全体 で幹部職員を筆 頭に、職 員一人 ひとりが  本県 の

Ｄ Ｘ の 方 向 性 を 共 有 し 、 主 体 的 に 取 り 組 む た め の 方

策と して、「かなが わＩＣＴ・デー タ利活用推進戦 略

（以 下「戦略 」とい う。）」を 令和３ 年 12 月に策定し

た。  

 

(ｲ) 基本的な考え方   

戦略 は、計画を補完 し、これを着実 かつ効果的に推

進す るものであるこ とから、既に計 画の中で、効果 的

か つ 着 実 に 推 進 し て い く た め に 留 意 す る こ と と し て
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いる ４つの視点（「最新 のＩＣＴの 利活用 」、「サー ビ

スデ ザイン思考の導 入」、「デジタル デバイドの防止 」

及び「 情報セキュリ ティの確保」）に加え、コロナ 禍

を 契 機 と し て 改 め て 重 視 す べ き と 考 え る 「 幅 広 い デ

ータ の利活用 」、「デジタ ル人材の確 保・育成」及び「市

町村 連携・支援」の ３つを加えた７ つを戦略として 位

置付 けることとした 。なお、戦略を 構成する取組内 容

は、 具体的かつ実践 的なものとした 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  推進体制等  

県 で は 、 Ｃ Ｉ Ｏ 兼 Ｃ Ｄ Ｏ 及 び デ ジ タ ル 行 政 担 当 局 長

の下 、「行政の情報 化」をより一層 加速化するとと もに、

各 局 の 「 く ら しの 情 報 化 」 の 取組 み を 支 援 す るた め 、

デジ タル戦略本部室 を設置している 。  

デ ジ タ ル 戦 略 本 部 室 は 、 室 の 統 括 を 担 う デ ジ タ ル 戦

略 本 部 室 長 、 主に 情 報 化 に 係 る総 合 的 企 画 ・ 調整 を 担

う 情 報 企 画 担 当課 長 、 主 に 情 報イ ン フ ラ の 整 備・ 運 用

を 担 う 情 報 シ ステ ム 担 当 課 長 、主 に 全 庁 の デ ジタ ル 化

の 支 援 を 行 う デジ タ ル 戦 略 担 当課 長 及 び ９ グ ルー プ の

体制 となっている。  

こ の体制に より、 ＣＩＯ兼 ＣＤＯ と各局局 長等との

「ス テアリング・コミッテ ィ」を実 施し、各局にお ける

ＤＸ 推進に係る合意 形成を図るとと もに、日頃から 各局

の所 属・職 員とデジ タル戦略本部室 の担当職員が 、いの

ち・未来戦 略本部室 内のデジタル・エクス ペリエン ス推

県⺠の安全安⼼や利便性の向上

⾏政内部の業務全般の効率化

ICT及びデータを積極的に利活⽤

「計画推進の視点」をベースに、戦略として内容を充実・強化
（具体的、実践的な取組を明記）

かながわICT・データ利活⽤推進計画

くらしの情報化

⾏政の情報化

かながわICT・データ利活⽤推進戦略

【基本方針】

【計画推進の視点】
・最新のICTの利活用
・サービスデザイン思考の導入
・デジタルデバイドの防止
・情報セキュリティの確保

「計画」を補完し、着実に推進
+

かながわのDXの方向性を全庁
で共有しながら取組を加速

【７つの戦略】
① 最新のICTの利活⽤
② サービスデザイン思考の導入
③ デジタルデバイドの防止
④ 情報セキュリティの確保

＋
⑤ 幅広いデータの利活⽤
⑥ デジタル人材の確保・育成
⑦ 市町村支援・連携

戦略の⽬的
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進チ ームと連携しな がら、ＤＸに係 る課題を共有し 、課

題解 決のための調査 、検討及び提案 を行っている。  

また 、大規模 な情報 システム開発の 各段階において 適

切な プロジェクトマ ネジメントを実 施するため、所管 所

属 と デ ジ タ ル 戦 略 本 部 室 と の 間 で プ ロ ジ ェ ク ト の 進 捗

状況 及び課題を共有 するとともに 、所管所 属に対し 、課

題解 決のための技術 的・専 門的な助 言・指 摘などの 支援

を行 っている。  

 

エ  具体的な取組  

(ｱ) 行政のデジタル 化  

ａ  ＲＰＡ・ＡＩの 活用  

(a) ＲＰＡ  

定 型 的 な 業 務 の 効 率 化 を 図 り 、 限 ら れ た 予  

算・人材を有効に活 用するため、Ｒ ＰＡ（ソフ

ト ウ ェ ア ロ ボ ッ ト を 活 用 し た 業 務 自 動 化 の 取

組： Robotic Process Automation の略 ）を積極

的に 活用しており 、令和４ 年１月末 時点で 34 業

務に 導入している。  

(b) ＡＩ－ＯＣＲ  

内部 事務の効率化を 推進するため 、届出や報

告 書 な ど に 記 載 さ れ た 手 書 き 文 字 な ど を Ａ Ｉ

の 活 用 に よ り 高 い 精 度 で デ ー タ 化 す る こ と が

でき るＡＩ－ＯＣＲ（ Artificial･Intelligenc

e-Optical･Character Recognition/Reader の

略 ）サービ スを利用 しており 、令和 ４年１月末

時点 で 13 帳票が利 用している。  

ｂ  データの利活用  

幅 広 い 分 野 に わ た り 県 庁 内 外 に 散 在 す る デ ー   

タ を 収 集 ・ 統 合 し て 、 Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ や 官 民 デ ー タ の 連

携 に 活 用 す る た め 、 デ ー タ 統 合 ・ 分 析 基 盤 の 本 格

導入 に向けた評価検 証を行っている 。  

庁 内 に 向 け て 、 デ ー タ の 見 え る 化 や 分 析 に 係 る

協 力 ・ 助 言 や 高 度 な 知 見 を 必 要 と す る 分 析 の 支 援

な ど 、 業 務 課 題 に 対 応 し た デ ー タ 分 析 を 支 援 し て

いる 。  
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ｃ  デジタル人材の 育成  

県 に お け る 行 政 の 情 報 化 と 地 域 の 情 報 化 を 高   

度 に 推 進 す る た め に 必 要 な 知 識 と ス キ ル を 備 え た

人 材 を 育 成 す る た め の 取 り 組 み の 方 向 性 を 示 し た

「情 報化専門人材育 成方針 」を平 成 25 年 1 月に策

定 し 、 キ ャ リ ア 選 択 型 人 事 制 度 で 情 報 ・ デ ー タ 利

活 用 分 野 を 選 択 し て い る 職 員 の ほ か 、 情 報 部 門 や

業 務 遂 行 上 知 識 等 の 習 得 が 必 要 な 職 員 向 け に 毎 年

度研 修を実施してき た。  

こ の 方 針 策 定 か ら ９ 年 経 過 し 、 こ の 間 新 し い Ｉ

Ｃ Ｔ 技 術 や サ ー ビ ス な ど が 次 々 と 出 て き て い る 。

今 後 こ う し た 新 た な デ ジ タ ル 技 術 な ど も 適 切 に 活

用 し な が ら 、 県 業 務 の 効 率 化 や 課 題 解 決 、 多 様 化

す る 県 民 ニ ー ズ に 対 応 で き る 人 材 を 育 成 す る た め 、

新た に「デ ジタル人 材育成方針（ 仮称 ）」を 令和３

年度 末までに策定す ることとしてい る。  

ｄ  県市町村デジタ ル推進会議  

県 及 び 県 内 の 市 町 村 が 連 携 ・ 協 調 し て 、 自 治 体   

Ｄ Ｘ の 推 進 や 様 々 な デ ジ タ ル 分 野 に お け る 共 通 的

か つ 広 域 的 な 課 題 に つ い て 対 応 す る た め 、 県 ・ 市

町 村 相 互 の 意 見 交 換 を 行 う こ と を 目 的 と し て 従 来

か ら 設 置 し て い た 「 高 度 情 報 化 推 進 会 議 」 の 目 的

や会 議の名称等を改 め、令和３年 11 月に「県市町

村デ ジタル推進会議 」を設 置し、これまで に２回、

会議 を開催した。  

ま た 、 こ の 下 部 組 織 と し て 、 各 自 治 体 の 自 治 体

Ｄ Ｘ の 対 応 状 況 や 課 題 解 決 に 向 け た 情 報 交 換 及 び

具 体 的 な 検 討 を 行 う 場 と し て 、 担 当 者 会 議 も 設 置

し、 令和４年２月に 書面会議を開催 した。  

ｅ  文書管理におけ る電子決裁の拡 大  

業 務 の 効 率 化 を 目 指 し 、 平 成 30 年 ４ 月 か ら 行   

政 文 書 管 理 シ ス テ ム で の 文 書 管 理 を 行 っ て い る 。

電 子 決 裁 を 原 則 と し て 運 用 し 、 電 子 決 裁 率 は 全 庁

平均で 89.1%（令和４年２月末時点）となっている。  

引 き 続 き 職 員 の 意 識 改 革 に よ る 電 子 決 裁 の 徹 底

を図 り、電子決裁 率 100%を 目指し ていくこととし



      

- 29 - 
 

てい る。  

（電 子決裁率の推移 ）  

 令和元年度 令和２年度 
令和３年度 

上 期  

令 和 ４ 年  

２ 月  

全庁平均 32.9% 56.8% 85.0% 89.1% 

ｆ  電子契約の推進  

自 治 体 、 事 業 者 の 双 方 に と っ て 、 テ レ ワ ー ク 対   

応 や 事 務 の 効 率 化 な ど に 効 果 が 見 込 め る こ と か ら 、

令 和 ４ 年 １ 月 か ら ５ 月 ま で 実 証 実 験 を 行 い 、 電 子

署 名 を 行 う 権 限 、 電 子 契 約 デ ー タ の 保 存 方 法 、 セ

キ ュ リ テ ィ 対 策 な ど を 検 証 し 、 契 約 相 手 方 と な る

事 業 者 に も 十 分 な 説 明 を 行 っ た 上 で 導 入 を 進 め る

こと としている。  

ｇ  会計関係事務等におけるシステム間データ連携 

ペ ー パ ー レ ス 化 、 事 務 の 効 率 化 を 図 る た め 、 予   

算 編 成 支 援 シ ス テ ム 、 会 計 管 理 シ ス テ ム 、 電 子 入

札 シ ス テ ム 、 行 政 文 書 管 理 シ ス テ ム な ど の 財 務 ・

会 計 関 係 の シ ス テ ム 間 デ ー タ 連 携 に つ い て 、 民 間

の デ ー タ 連 携 ツ ー ル な ど を 活 用 し た 仕 組 み を 検 討

する こととしている 。  

 

(ｲ) くらしのデジタ ル化  

ａ  行政手続のオン ライン化  

県 民 等 の 利 便 性 の 向 上 や 県 の 業 務 の 効 率 化 を  

目指 すとともに、対面での 業務を前 提としない「 新

たな 生活様式 」に基 づく働き方の定 着を目指して 、

行政 手続のオンライ ン化を進めてい る。  

新 規 の 行 政 手 続 は 原 則 オ ン ラ イ ン 化 、 既 存 の 手

続 は 添 付 書 類 の 簡 素 化 や 押 印 の 廃 止 な ど 業 務 プ ロ

セ ス を 見 直 し 、 最 終 的 に は 全 て の 行 政 手 続 が オ ン

ライ ン化できるよう 取り組んでいる 。  

本 年 度 は 、 特 に 取 扱 件 数 が 多 い 手 続 を 優 先 す る

など 工夫を行い、年 間取扱件数が 1,000 件以上の

手 続 に つ い て 、 年 度 内 の 原 則 オ ン ラ イ ン 化 を 目 指

して いる。  
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これ により 、行政手 続のオンライン 化済件数（ e-

kanagawa 電 子申請）は、令和元年 度末の 100 手続

から 、令和４年１月 末現在までに 289 手続に拡充

した 。  

（行政手続のオンライン化済件数（e-kanagawa 電子申請）） 

 令 和 元 年 度 末  令 和 ２ 年 度 末  令和４年１月末 

手続 数  100 手 続  121 手 続  289 手 続  

ｂ  公金収納のキャ ッシュレス化  

県 民 の 生 活 に お い て 普 及 が 進 ん で い る キ ャ ッ  

シ ュ レ ス 決 済 に つ い て 、 県 民 の 利 便 性 向 上 及 び 感

染 症 防 止 対 策 の た め 、 手 数 料 ・ 施 設 使 用 料 等 の 公

金収 納のキャッシュ レス化を推進し ている。  

(a) 県民利用施設における使用料等のキャッシュレス化 

年間 1,000 件 を超え る現金を対面で 収受する

費目（使用 料や手数 料等）がある県 民利用施設

を対 象に、順次キャ ッシュレス決済 を導入する。 

令和３年度中に は一部の県直営 施設に先行導

入を行い、令和４年度以降も順次導入を進める。 

(b) 行政手続のオン ライン化に伴う 手数料等の   

決済 手段の拡大  

電子 申請システム「 e-kanagawa 電子 申請」で   

申 請 し た 手 続 き に 伴 う 手 数 料 等 の 納 付 に つ い

て、これまでのクレ ジットカード決 済やインタ

ーネ ットバンキング (pay-easy)に加 えて、ＱＲ

コー ド、電 子マネー 、キャ リア決済 等の決済手

段を 拡充する。  

(c) 金融機関窓口で の納付書等によ る現金納付  

のキ ャッシュレス化  

県民 が納付書等によ り公金を支払う 場合、金  

融 機 関 の 窓 口 に お い て 現 金 で し か 支 払 う こ と

がで きないものが多 いことから、納 付書等で得

てい る支払情報を、キャッシュレス 事業者から

安全・確実かつ迅速 に取得する仕組 みを構築し、

キャ ッシュレス決済 の導入を進めて いく。  
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(d) 手数料等の納付 における収入証 紙の廃止と  

キャ ッシュレス化  

県 窓 口 で の 収 入 証 紙 に よ る 手 数 料 等 の 収 納  

につ いて、県が指定 している収入証 紙販売所の

あり 方などの課題に ついて整理した うえで、収

入証 紙を廃止し、キ ャッシュレス決 済の導入を

進め ていく。  

令和 ４年１月に、庁内の 各部局に対 し、必要

な検 討事項や 、他自 治体の事例を示 し、新 たな

収納 方法への切り替 えの検討を依頼 し、各部局

にお いて準備を進め ている。  

ｃ  電子自治体共同 運営サービスの 運用  

参加 団体の財政的・人的負担 の軽減 を図りつつ、

県 民 が イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し て 行 政 手 続 を 行

う こ と の で き る 電 子 自 治 体 の 取 組 を 推 進 す る た

め、平成 16 年９月 に県と県内市町 村等 32 団体で

構成 する「神奈川県 市町村電子自治 体共同運営協

議会 」を設立し、平成 17 年度から 電子自治体共

同運 営サービス（電 子申請システム 、施設予約シ

ステ ム、電子入札シ ステム）を提供 している。  

電 子 自 治 体 共 同 運 営 サ ー ビ ス の 安 定 運 用 及 び

機能 改善を実施する ことにより、県 民生活の利便

性を 向上させるとと もに行政事務の 簡素化・効率

化を 進めている。  

ｄ  オープンデータ の取組  

県で は、新型 コロナ ウイルス感染症 のモニタリ  

ン グ デ ー タ な ど オ ー プ ン デ ー タ の 公 開 数 の 拡 充

に取 り組んでいる。  

また 、データ の機械 判読性の向上に 向けたマニ

ュア ル整備を進めて いる。  

あわ せて、県 内各市 町村のオープン データ等の

取 組 状 況 に 応 じ た 研 修 や 相 談 対 応 な ど の 支 援 を

実施 して、県全体の 官民データ利活 用の取組を推

進し ている。  
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ｅ  ヘルスケアＩＣ Ｔシステムの推 進  

県 民 の 未 病 の 改 善 に 向 け て 、 県 民 自 ら が 自 身 の  

健 康 状 態 を 把 握 す る こ と が 重 要 な た め 、 自 身 の 健

康 情 報 を 一 元 的 に 管 理 す る 仕 組 み と し て 、 ス マ ー

ト フ ォ ン で お 薬 情 報 や 健 康 情 報 の 記 録 ・ 管 理 が で

き る ア プ リ ケ ー シ ョ ン 「 マ イ Ｍ Ｅ -Ｂ Ｙ Ｏ カ ル テ 」

を 運 用 す る と と も に 、 健 康 情 報 の 収 集 ・ 蓄 積 を 図

り、 健康情報の利活 用を進めている 。  

ｆ  ウェブアクセシ ビリティの推進  

県 で は 、 誰 も が 情 報 通 信 技 術 の 利 便 を 享 受 で き  

る 環 境 整 備 を す る こ と に よ り 、 県 民 及 び 職 員 に よ

る 情 報 へ の 円 滑 な ア ク セ ス を 確 保 す る こ と を 目 的

とし て、平成 15 年 4 月に「情報ア クセシビリティ

推 進 要 綱 」 を 策 定 し 、 県 公 式 ウ ェ ブ サ イ ト に お け

る ウ ェ ブ ア ク セ シ ビ リ テ ィ の 保 持 及 び 推 進 な ど に

取組 んでいる。  

毎 年 、 専 門 の 事 業 者 に よ る Ｊ Ｉ Ｓ 規 格 適 合 試 験

や 、 公 式 ウ ェ ブ サ イ ト 全 体 に 対 す る 一 括 検 証 を 実

施 し 、 点 検 結 果 に 基 づ き ウ ェ ブ ペ ー ジ を 適 切 に 修

正 す る な ど 、 公 式 ウ ェ ブ サ イ ト 全 体 の ウ ェ ブ ア ク

セシ ビリティ品質の 向上に努めてい る。  

 

(ｳ) 情報セキュリテ ィ  

ａ  神奈川県情報セ キュリティポリ シーの運用  

県 が 所 管 す る 「 情 報 資 産 」 を 様 々 な 脅 威 か ら 守  

り 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ を 確 保 す る た め の 対 策 に 関

す る 統 一 的 か つ 基 本 的 な 方 針 や 、 情 報 シ ス テ ム 等

に 共 通 の 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 基 準 と し て 「 神 奈

川県 情報セキュリテ ィポリシー（要綱 ）」を平成１

５ 年 ３ 月 に 策 定 し た 。 そ の 後 も 、 総 務 省 の 「 地 方

公 共 団 体 に お け る 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー に 関

す る ガ イ ド ラ イ ン 」 の 改 正 や 、 運 用 上 の 課 題 、 情

報 セ キ ュ リ テ ィ を 取 り 巻 く 状 況 の 変 化 等 に 適 切 に

対応 するため、随時 見直しを行って いる。  

ま た 、 当 該 ポ リ シ ー に 基 づ き 、 情 報 セ キ ュ リ テ

ィ 監 査 や 職 員 ア ン ケ ー ト を 年 １ 回 行 い 、 職 員 の 情
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報 セ キ ュ リ テ ィ へ の 意 識 向 上 及 び 県 の 情 報 セ キ ュ

リテ ィ確保に努めて いる。  

ｂ  情報セキュリテ ィマネジメント システム（ＩＳ  

ＭＳ ）の運用  

県 で は デ ジ タ ル 戦 略 本 部 室 を 対 象 に 情 報 セ キ  

ュ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 国 際 標 準 で あ る

ISO/IEC 27001:2013 (JIS Q 27001:2014)認証（以

下「 ISMS 認証」という 。）を平 成 30 年 ２月 9 日付

け で 取 得 し 、 毎 年 第 三 者 機 関 の 外 部 監 査 を 受 け て

認証 を維持している 。  

ISMS 認証の 取得及 び維持は、デジ タル戦略本部

室 の 情 報 管 理 水 準 が 適 正 ・ 適 切 で あ る と い う こ と

を 客 観 的 か つ 網 羅 的 に 外 部 認 証 機 関 か ら 評 価 さ れ

てい ることを対外的 にも示す効果が ある。  

ｃ  神奈川県ＩＣＴ 部門業務継続計 画の運用  

神奈 川県業務継続計 画（以 下、「県業 務継続計画」

とい う。）の個別計 画として神奈川 県ＩＣＴ部門業

務 継 続 計 画 を 策 定 し て お り 、 危 機 事 象 発 生 時 に お

い て も 、 こ の 計 画 に 基 づ き 、 対 象 と な る 情 報 基 盤

や 情 報 シ ス テ ム を 稼 働 、 継 続 さ せ る こ と が で き る

よう にしている。  

ｄ  神奈川情報セキ ュリティクラウ ドの構築・運用  

平 成 27 年 ５ 月 に 日 本 年 金 機 構 に お い て 個 人 情  

報 流 出 事 案 が 発 生 し た こ と を 受 け 、 総 務 大 臣 通 知

に 基 づ き 、 県 と 県 域 市 町 村 等 の イ ン タ ー ネ ッ ト 接

続 口 を １ か 所 に 集 約 し 、 よ り 高 い 水 準 の セ キ ュ リ

ティ 対策を行うため 、県は 、平成 28 年度 に「神奈

川 県 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ク ラ ウ ド （ 以 下 「 Ｋ Ｓ Ｃ 」

とい う。）」を構築し た。  

現 行 の Ｋ Ｓ Ｃ の 契 約 期 間 が 終 了 す る 令 和 ５ 年 度

か ら 次 期 Ｋ Ｓ Ｃ を 運 用 開 始 す る こ と と し て い る が 、

次 期 Ｋ Ｓ Ｃ で は 、 最 新 技 術 を 活 用 し 現 在 の 情 報 セ

キ ュ リ テ ィ レ ベ ル を 維 持 し な が ら 、 利 便 性 や 効 率

性も 向上させていく こととしている 。  
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(ｴ) デジタル化を支 える基盤  

ａ  コンピュータセ ンターの運用  

大 規 模 地 震 等 の 自 然 災 害 が 発 生 し て も 、 シ ス テ  

ム稼 働を維持し業務 継続を図るため 、平 成 27 年度

か ら 県 の コ ン ピ ュ ー タ セ ン タ ー を 災 害 に 強 い 民 間

デー タセンター内に 設置している。  

情 報 シ ス テ ム の 全 体 最 適 化 を 実 現 す る サ ー バ 集

約 拠 点 と し て 、 仮 想 化 技 術 な ど を 活 用 し 、 安 全 か

つ 安 定 ・ 効 率 的 な シ ス テ ム 基 盤 の 提 供 を 実 現 し て

いる 。  

ｂ  庁内ネットワー クの運用  

コ ン ピ ュ ー タ セ ン タ ー と 本 庁 各 庁 舎 や 出 先 機  

関 な ど を 回 線 や 有 線 ・ 無 線 の 機 器 で 接 続 す る 全 庁

ネ ッ ト ワ ー ク 網 に つ い て 、 安 定 し た イ ン フ ラ サ ー

ビス を提供している 。  

庁 舎 等 移 転 や 新 設 な ど に 適 宜 対 応 す る と と も に

技 術 の 進 展 に 合 わ せ た 構 成 変 更 等 を 行 い 、 全 庁 共

通の ＩＣＴ基盤とし て運用している 。  

ｃ  共通利用パソコ ンの運用  

職 員 の 働 き 方 改 革 の 取 組 と し て 、 テ レ ワ ー ク 等  

執 務 場 所 に と ら わ れ な い 柔 軟 な 業 務 遂 行 と ワ ー ク

ライ フバランスの実 現のため、平 成 30 年 度より 、

共 通 利 用 パ ソ コ ン 更 新 時 期 に 合 わ せ て 順 次 モ バ イ

ル パ ソ コ ン の 配 備 を 進 め 、 令 和 ４ 年 ２ 月 末 に 配 備

を完 了した 。（ 13,323 台配備済み 。）  

こ れ に よ り 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 拡 大 防

止 等 の 対 応 に お い て も 、 柔 軟 な テ レ ワ ー ク の 実 施

と と も に 災 害 ・ 緊 急 時 の 業 務 継 続 が 可 能 と な っ て

いる 。  

 

 


